
 

 

参考資料３ 特定建築物への立入検査等の    

          実施状況について  
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平成２２年度 特定建築物１か所あたりの立入検査等回数（降順） 
※「立入検査等」とは、特定建築物への「報告徴収」と「立入検査」を示す。 
※ 東日本大震災の影響により宮城県、福島県のデータを除く。 
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平均0.42 

※厚生労働省：「衛生行政報告例」 
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平成２２年度 特定建築物１か所あたりの報告徴収回数（降順） 

※厚生労働省：「衛生行政報告例」 
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※特定建築物への「報告徴収」の回数のみについて解析したもの。 
※東日本大震災の影響により宮城県、福島県のデータを除く。 

平均0.37 

２ 
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平成２２年度 特定建築物１か所あたりの立入検査回数（降順） 
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※特定建築物への「立入検査」の回数のみについて解析したもの。 
※東日本大震災の影響により宮城県、福島県のデータを除く。 

平均0.18 

※厚生労働省：「衛生行政報告例」 

３ 
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平成２２年度 特定建築物１か所あたりの 
報告徴収と立入検査の回数の相関関係 
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※特定建築物への「報告徴収」と 「立入検査」の回数の相関関係について解析したもの。 
※東日本大震災の影響により宮城県、福島県のデータを除く。 

特定建築物１か所あたりの報告徴収回数（回／年） 

報告徴収による指導を重点的に行うグループ 

※厚生労働省：「衛生行政報告例」 
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